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１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（１）経 営 成 績  (注) 金額は百万円未満切捨 

   営 業 収 益            営 業 利 益            経 常 利 益          

 

16年 3月期 

15年 3月期 

           百万円          ％ 

    100,679         3.5 

     97,245     △  1.2 

           百万円          ％ 

      1,507     △ 23.8 

      1,977         1.9 

           百万円          ％ 

      2,006     △ 16.8 

      2,412         2.6 

 

 当 期 純 利 益 1 株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 
株 主 資 本       

当期純利益率 

総  資  本       

経常利益率       

営 業 収 益       

経常利益率       

 

16年 3月期 

15年 3月期 

        百万円        ％ 

     683  △ 84.5 

   4,407    662.5 

    円    銭 

   6  96 

  45  10 

      円     銭 

 

 

           ％ 

   1.4 

     9.6 

           ％ 

     1.8 

     2.2 

           ％ 

     2.0 

     2.5 
（注） ① 期中平均株式数 16 年 3 月期 93,143,900 株  15 年 3 月期 97,044,248 株 

  ② 会計処理の方法の変更 無 

   ③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配 当 状 況 

１株当たり年間配当金  
 中  間 期  末  

配当金総額 

（ 年 間 ） 配当性向 
株 主 資 本      

配 当 率      

 

16年 3月期 

15年 3月期 

    円    銭 

  6   00 

  8   00 

 円    銭 

3   00 

3   00 

  円    銭   

 3   00 

 5   00 

            百万円 

      552 

      764 

             ％ 

      86.2 

      17.7 

            ％ 

      1.2 

      1.6 

 

 

（３）財 政 状 態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

16年 3月期 

15年 3月期 

          百万円 

      109,201 

      108,543 

          百万円 

      47,477 

      47,550 

              ％ 

      43.5 

      43.8 

             円       銭 

       518    06 

       503    92 

（注）①期末発行済株式数 16 年 3 月期 91,577,279 株   15 年 3 月期 94,302,364 株 

   ②期末自己株式数 16 年 3 月期  6,032,839 株 15 年 3 月期  3,307,754 株 

    

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

  中  間 期  末  

 

中 間 期 

通  期 

       百万円 

    49,800 

   101,800 

     百万円 

   1,200 

   2,500 

     百万円 

   400 

   900 

    円    銭 

  3 00 

 

    円    銭 

 

3 00 

  円    銭 

 

6 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 83 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 



貸　借　対　照　表
平成16年 3月31日現在

           （単位：百万円・未満切捨）

当      期 前      期

金　額 構成比 金　額 構成比

( 資 産 の 部 ) % %

33,883 31.0 39,182 36.1 △ 5,298 

現 金 及 び 預 金 11,487 15,749 △ 4,262 

受 取 手 形 4,473 4,709 △   236 

営 業 未 収 金 14,538 13,683 854 

有 価 証 券 1,046 1,362 △   315 

貯 蔵 品 149 140 8 

前 払 費 用 189 230 △    41 

繰 延 税 金 資 産 578 506 72 

短 期 貸 付 金 295 642 △   346 

未 収 入 金 904 920 △    16 

そ の 他 の 流 動 資 産 267 1,287 △ 1,019 

貸 倒 引 当 金 △    47 △    50 3 

75,318 69.0 69,360 63.9 5,957 

（ 有 形 固 定 資 産 ） (   62,259) ( 57.0) (   57,942) ( 53.4) (   4,317)

建 物 20,219 18,448 1,771 

構 築 物 1,807 1,539 267 

機 械 装 置 821 770 51 

車 両 運 搬 具 1,308 1,540 △   232 

工 具 器 具 備 品 552 503 48 

土 地 36,660 35,139 1,520 

建 設 仮 勘 定 889 - 889 

（ 無 形 固 定 資 産 ） (      346) (  0.3) (      342) (  0.3) (    4)

借 地 権 254 254 -

施 設 利 用 権 20 15 5 

電 話 加 入 権 70 71 △　   0 

ソ フ ト ウ ェ ア - 1 △     1 

（投資その他の資産） (   12,712) ( 11.7) (   11,075) ( 10.2) (   1,636)

投 資 有 価 証 券 5,962 4,580 1,382 

子 会 社 株 式 2,314 1,159 1,154 

長 期 貸 付 金 664 502 161 

差 入 保 証 金 2,114 2,220 △   106 

長 期 前 払 費 用 2 6 △     4 

繰 延 税 金 資 産 1,234 1,709        △   475 

そ の 他 の 投 資 882 1,313 △   431 

貸 倒 引 当 金 △   461 △   417 △    44 

109,201 100.0 108,543 100.0 658 

固 定 資 産

資 産 合 計

科　　　 目 増減金額

流 動 資 産
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           （単位：百万円・未満切捨）
当       期 前　  　期

金　額 構成比 金　額 構成比
( 負 債 の 部 ) % %

30,109 27.6 35,778 33.0 △ 5,669 
9,213 8,357 855 

13,255 13,360       △   105 
612 578 34          

- 7,000        △ 7,000 
695 585 109 
644 1,052 △   408 
334 426 △    92 

2,900 2,701 198 
519 502 17 
911 964 △    52 
943 136          807 
78 112 △    33 

31,615 28.9 25,214 23.2 6,401 
7,000        - 7,000 
1,598 2,110        △   512 
4,596 5,088 △   492 

18,374 17,974 399 
46 40 6 

61,724 56.5 60,992 56.2 732 
( 資 本 の 部)

14,182 13.0 14,182       13.1 -
14,687 13.5 14,687       13.5 -
12,287 13,337       △ 1,050 
2,400 1,350        1,050 

資本金及び資本準備金減少差益 2,400 1,350        1,050 
12,694 11.6 12,065       11.1 629 
1,260 1,260        -
9,606 5,741        3,864 

固定資産圧縮積立金 5,385 5,140        245 
固定資産圧縮特別勘定積立金 1,609 - 1,609 
退 職 手 当 基 金 250 240          10 
別 途 積 立 金 2,360 360          2,000 

1,827 5,062        △ 3,234 
6,769 6.2 7,494        6.9 △   725 

882 0.8 41           0.0 840 
△ 1,738 △ 1.6 △   920 △ 0.8 △   818 

資 本 合 計 47,477 43.5 47,550 43.8 △    73 
負 債 及 び 資 本 合 計 109,201 100.0 108,543 100.0 658 

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

長 期 借 入 金
再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金
そ の 他 の 固 定 負 債

賞 与 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他 の 流 動 負 債

社 債

自 己 株 式

科　　　 目

営 業 未 払 金
短 期 借 入 金
1年以内返済予定長期借入金

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金

増減金額

流 動 負 債

固 定 負 債

その他有価証券評価差額金

負 債 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

1 年 以 内 償 還 社 債

－２－



損　益　計　算　書
自平成15年 4月 1日　至平成16年 3月31日

      （単位：百万円・未満切捨）

当      期 前      期

金　額 百分比 金　額 百分比

% % %

経 営 業 収 益 100,679 100.0 97,245 100.0 3,433 3.5

営 業 原 価 96,372 95.7 92,509 95.1 3,862 4.2

常 販売費及び一般管理費 2,800 2.8 2,757 2.9 42 1.5

営 業 利 益 1,507 1.5 1,977 2.0 △   470 △  23.8

損 営 業 外 収 益 777 0.8 779 0.8 △     2 △   0.3

営 受取利息及び配当金 271 287 △    16 

益 業 家 賃 収 入 246 267 △    21 

外 そ の 他 の 収 益 259 224 35 

の 損 営 業 外 費 用 278 0.3 344 0.3 △    66 △  19.3

益 支 払 利 息 276 329 △    53 

部 の そ の 他 の 費 用 1 14 △    13 

部 経 常 利 益 2,006 2.0 2,412 2.5 △   406 △  16.8

333 0.3 6,412 6.6 △ 6,078 △  94.8

固 定 資 産 売 却 益 152 2,913 △ 2,760 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 180 0 180 

厚生年金基金代行部分返上益 - 3,491 △ 3,491 

そ の 他 の 特 別 利 益 - 7 △     7 

570 0.5 593 0.6 △    22 △   3.8

固定資産売却及び除却損 151 120 30 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 323 △   317 

子 会 社 株 式 評 価 損 3 - 3 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 39 △    39 

役 員 退 職 慰 労 金 103 - 103 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 47 110 △    62 

創立60周年記念事業費 172 - 172 

社 債 発 行 費 86 - 86 

1,768 1.8 8,231 8.5 △ 6,462 △  78.5

1,745 1.7 1,767 1.9 △    22 △   1.3

△   659 △  0.6 2,056 2.1 △ 2,715 △ 132.1

683 0.7 4,407 4.5 △ 3,723 △  84.5

496 406 89 

200 - 200 

725 541 183 

277 292 △    14 

1,827 5,062 △ 3,234 

対前期比増減金額

中 間 配 当 額

営
業
損
益
の
部

特

別

損

益

の

部

科　　　　　　目

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

創立60周年記念事業積立金取崩額

－３－



当 期 前 期 増 減 金 額

1,827           5,062           △ 3,234   

77             71             6          

1,609          -              1,609      

3,514          5,133          △ 1,619   

3,116          4,637          △ 1,520   

配 当 金 274            471            △   196   

普通配当１株につき３円 普通配当１株につき３円

創立60周年記念配当1株につき2円

役 員 賞 与 金 35             30             5          

（うち監査役賞与金） (       3) (       3) (△     0)

固定資産圧縮積立金 1,645          316            1,329      

固定資産圧縮特別勘定積立金 651            1,609          △   958   

退 職 手 当 基 金 10             10             -          

創立60周年記念事業積立金 -              200            △   200   

別 途 積 立 金 500            2,000          △ 1,500   

398            496            △    98   

3,514          5,133          △ 1,619   

(注) １．配当金は自己株式6,032,839株を除いて計算しております。

２．平成15年12月 5日に277百万円（１株につき３円）の中間配当を実施いたしました。

３．固定資産圧縮積立金及び固定資産圧縮特別勘定積立金は、租税特別措置法に基づくもの

    であります。

利　　益　　処　　分　　案

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

（単位：百万円・未満切捨）

合　　　　　　計

合　　　　　　計

利 益 処 分 額

科　　　　　　　目

固定資産圧縮積立金取崩額

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額

－ ４ －



－５－ 

◎  重要な会計方針 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
       子会社株式及び関連会社株式              ……  移動平均法による原価法 
       その他有価証券    時価のあるもの        ……  期末日の市場価格等に基づく時価法 
                                                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、 
                                                     売却原価は移動平均法により算定しており 
                                                     ます｡） 
                         時価のないもの        ……  移動平均法による原価法 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
      貯  蔵  品  …… 最終仕入原価法による原価法 

 
３．固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産  … 定率法によっております。 
                      ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。 
                      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                        建物及び構築物     ……  ２年～50年 
                        機械装置及び運搬具 ……  ２年～15年 

       無形固定資産  … 残存価額を零とする定額法 
                         なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
                        （５年）に基づく定額法によっております。 

 
４．引当金の計上基準 
      貸倒引当金    … 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について 
                       は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

       賞与引当金    … 従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上しております。 
      退職給付引当金… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 
                       金資産の見込額に基づき計上しております。 

                            過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（11年）による定額法により按分した額を発生の事業年度から費用処理す

ることとしております。 
                         数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期                    

間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております｡ 

                     
５．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
  ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
６．消費税等の会計処理 
      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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◎  注記事項 

 

（ 貸借対照表関係 ） 

  （当  期） （前  期） 

１．有形固定資産減価償却累計額 41,214 百万円 41,651 百万円 

 

２．保 証 債 務              1,957 百万円 1,315 百万円 

 

３．自 己 株 式 の 数              6,032,839 株 3,307,754 株  

 

４．土地再評価法の適用について 

      土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の 

    土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。 

      ・再評価の方法 

          土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条 

        第 3 号に定める地方税法第 341 条第 10 号の土地課税台帳又は同条第 11 号の土地補 

        充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。 

      ・再評価を行った年月日                 平成 12 年 3 月 31 日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 （当  期） （前  期） 

 7,784 百万円 6,063 百万円 

 

（ 損益計算書関係 ） 

                                              （当    期）         （前  期）   

１．特 別 利 益              

    固定資産売却益          主なものは土地       主なものは土地 

              の売却によるも       の売却によるも 

          のであります。       のであります。 

 ２．特 別 損 失        

   固定資産売却及び除却損            主なものは車両       主なものは車両 

          の売却によるも       の売却によるも 

          のであります。       のであります 

 

（ リース取引関係 ） 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（ 有価証券関係（子会社株式及び関連会社株式）） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 
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（ 税効果会計関係 ） 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 （当  期） （前  期） 

   繰延税金資産 

   賞与引当金損金算入限度超過額           413 百万円 331 百万円 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 6,951 百万円 6,448 百万円 

 その他 422 百万円 411 百万円 

 繰延税金資産小計 7,787 百万円 7,190 百万円 

 評価性引当額     △  228 百万円 △  193 百万円 

 繰延税金資産合計 7,559 百万円 6,996 百万円 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △  598 百万円 △  28 百万円 

  固定資産圧縮積立金 △5,147 百万円 △4,752 百万円 

 繰延税金負債合計 △5,746 百万円 △4,780 百万円 

 繰延税金資産の純額 1,813 百万円 2,216 百万円 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、   

   当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （当  期） （前  期） 

 法定実効税率                                     40.44％             41.74％ 

 （ 調 整 ） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目            2.48％            0.43％ 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △  2.29％          △  0.44％ 

     住民税均等割等                                 10.76％              2.31％ 

     その他                                          9.96％        2.42％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率               61.35％             46.46％ 

                                                                                    

３．「地方税法の一部を改正する法律」（平成 15 年 3 月法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公             

布され、平成 16 年 4 月 1 日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が

「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利

益に関連する金額を課税標準とする税金には該当しないことになります。 

 



事業別営業収益明細表

   (単位：百万円・未満切捨）

営業収益 構成比 営業収益 構成比

% % %

97,641 97.0 94,305 97.0 3,335  3.5 

(   85,931) (  85.4) (   85,111) (  87.4) (819) (   1.0)

特 別 積 合 せ
貨物運送部門

83,080 82.5 82,124 84.4 956 1.2 

引 越 部 門 1,348 1.4 1,593 1.6 △   244 △ 15.4 

鉄 道 利 用
運 送 部 門

1,502 1.5 1,394 1.4 108  7.7 

(    11,710) (   11.6) (    9,193) (   9.6) (2,516) (   27.4)

3,038 3.0 2,939 3.0   98  3.3 

100,679 100.0 97,245 100.0   3,433  3.5 

(注)1.貨物自動車運送事業欄には、一般貨物自動車運送事業収入、貨物軽自動車運送事業収入

  　　及び利用運送事業収入を含めて表示してあります。          

　  2.その他事業は物品販売業収入、修繕収入及び保険代理業収入であります。

      異動はありません。

貨 物 自 動 車
運 送 事 業

役 員 の 異 動（平成16年6月29日付）

増減金額 対前期比事  業  別
当 　 　期 前 　　 期

そ の 他 事 業

物流関連事業

合 計

倉  庫  事  業

－ ８ －


